
（単位：千円）

款 項

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

会計 　一般会計

予算 ０２　総務費 ０１　総務管理費 目 ０１　一般管理費

事業名  07　住居表示整備事業  所管部課  市民環境部　市民課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 9,713 9,713

目的・期待
する効果

「住居表示に関する法律」に基づき、わかりやすいまちづくりを進め、市民生活の向上
を図ります。住所の表示を行うことにより、人命に関わる緊急事態で早く目的地に着く
ことができるなどの利点があります。

事業実施に
至る経緯・
背景

736

増　　　　減 8,977 0 0 0 0 0

前年度予算額 736

0 8,977

特定財源の
説明

事

業

概

要

（新規）石部地域住居表示台帳整備事業　　9,352千円
　旧石部町地域における住居表示は、平成６年度から始まり、その後新たな開発などにより追
記や修正を行ってきました。欠落している部分の調査を行い正確な台帳を作成し、災害発生時
の応急対策活動を迅速かつ的確に行うためデータ化します。

（継続）住居表示整備事業　　361千円
　既に住居表示をしている地域において、新たな開発による街区変更や新築による付番を行い
ます。

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

13 石部地域住居表示台帳整備業務委託料 9,352



（単位：千円）

款 項

法令等によるもの 市民、自治会等からの要望、提案等によるもの

市総合計画等によるもの 職員提案等によるもの

議会からの要望、提案等によるもの その他

（理由： ）

会計 　一般会計

予算 ０２　総務費 ０３　戸籍住民基本台帳費 目 ０１　戸籍住民基本台帳費

事業名  02　戸籍住民基本台帳管理経費  所管部課  市民環境部　市民課

区　分 金　額
財　　源　　内　　訳

国庫支出金 県支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

その他 市債 一般財源

本年度予算額 65,132 23,140 45 21,686 133 20,128

目的・期待
する効果

住民基本台帳法・戸籍法等に則った住民サービスを提供しています。
証明書平成27年2月から開始したコンビニ交付サービスの利用者拡大のため住基カード
の普及を図ります。
10月から開始される社会保障・税番号制度に向けシステム改修等準備を進めます。

103 17,682

増　　　　減 2,856 871 0 0 ▲ 491 30

前年度予算額 62,276 22,269 45 22,177

0 2,446

特定財源の
説明

（国）社会保障・税番号制度整備支援補助金  　3,700千円
（国）個人番号カード交付事業補助金　　　   18,942千円
（国）中長期在留者住居地届出事務委託金　        498千円
（県）人口動態調査事務市町村委託金　                45千円
（手）証明書交付手数料　　　　　　　　　   21,686千円　　（そ）コピー代　133千円

事業実施に
至る経緯・
背景

（継続）証明書交付等窓口業務　20,676千円
　　　　　　　（国498千円、県45千円、手14,431千円、そ133千円）
　　窓口において証明書の交付、戸籍届出の受付、住民異動の受付等を行います。

（継続）コンビニ交付事業　19,748千円（手7,255千円）
　　システムの管理運営とコンビニ交付に必要な住基カードの普及を行います。

（新規）社会保障・税番号制度事業　24,708千円（国22,642千円）
　　社会保障・税番号制度の開始のため住民基本台帳システム等の改修や通知カード送付など
国の制度に合わせて準備等を進めます。

事

業

概

要

節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額 節ｺｰﾄﾞ 細節等名称 金額主

な

事

業

費

内

訳

8 地域共通商品券 1,000 19 個人番号カード交付事業交付金 18,942

11 住基カード消耗品費

13 戸籍用電算機保守管理委託 2,243

1,188

13 コンビニ交付事業関連保守委託 4,325

14 コンビニ交付事業関連システム使用料 10,235

13 番号制度対応住民基本台帳システム改修等委託 5,766

19 証明書交付センター運営負担金 3,000

14 戸籍システム使用料 5,515


